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要旨

日本企業による違法行為の有無をコーポレート・ガバナンスの要素に関してロジット・

モデルで分析することによって、所有と経営の分離によるプリンシパル・エージェント問

題の存在を支持する結果を得た。これは違法行為における経営者のインセンティブの変化

と大株主によるモニタリングを裏付けている点で意義がある。
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